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研究成果の概要（和文）：　本研究は、寄付やボランティアについて行動経済学的見地から分析し、利他的行動の意思
決定メカニズムを実証的に明らかに使用とするものである。
　平成24年度は、災害時と平時の寄付・ボランティア行動に関する比較を行った。平成25年度は、寄付・ボランティア
の国際比較、家族と他者への援助の動機の比較について、日本とアメリカを対象に行ない、インセンティブ制度の効果
やファンドレイジングに関する情報収集も併せて行った。平成26年度は、前年度までの研究の精緻化と再度のヒアリン
グ調査、研究成果発表準備、追加分析等に費やした。平成27年度は、研究成果の発表と論文作成を中心に行い、制度効
果に関する論点整理を行った。

研究成果の概要（英文）：This research aims to analyze altruistic behavior from behavioral economic 
perspectives and to elucidate its decision making mechanism.
 We carried out the study, in first year of the research, on comparing donation and volunteering at the 
time of disaster and at ordinary times. For the year 2013, we analyzed participation in donations and 
volunteer activities in the United States and Japan, and also examined the motives between 
other-regarding behavior and help to families. We also studied the effect of incentive programs for 
donation and volunteering, as well as of the practical methods of fundraising. For the year 2014, we 
developed our studies, carried out additional analysis and more qualitative studies such as interviews, 
and made preparations for present our findings. For the last year of research 2015, we wrote up the 
papers, presented them at the several conferences and seminars. Also, we summarized the policy issues 
toward the future steps of research.

研究分野：公共経済学、行動経済学、労働経済学
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１．研究開始当初の背景 
 
東日本大震災時の民間の災害救援活動への
理解や積極的参加の動きもあり、慈善行動に
対する国内での社会的・政策的関心が改めて
高まっている。一方、寄付やボランティアな
どの利他的行動について、活動実態や制度利
用の状況を踏まえると、その決定要因や相互
関係などについて未だ明らかにされていな
い点がある。そこで、行動経済学的見地を応
用することにより、これらの行動や意思決定
のメカニズムの解明が可能ではないかと考
えた。具体的には、行動に対する意識（理解
や認知）と行動（実際に参加する）のかい離
や、贈与や援助の対象（家族か他者か）によ
る動機や行動特性の違い、経済的・社会的シ
ョック（金融危機や自然災害など）に対する
行動の変化、個人の選好特性を踏まえた行動
促進のための制度メニューの提示や既存制
度の評価などに対する実証的検証が可能で
あるとの着想を得た。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究では、利他的行動（寄付・ボランテ
ィア）について、行動経済学的見地と計量経
済学手法を用いて分析し、意思決定や行動の
メカニズムを実証的に明らかにすることを
目的としている。そして、個人の選好特性を
踏まえた、行動インセンティブとしての民間
の公共財供給の制度設計に関する政策的イ
ンプリケーションを導出することを目指し
ている。以下の 3つを研究の柱として計画を
進めていくこととした。 
 (1) 家計行動に関するパネル調査や、慈善
行動に関する意識調査の個票データを用い
て、災害時と平時の慈善行動の比較、主体間
の慈善行動と選好特性の関係の比較に関す
る計量実証分析を行う。 
 (2) さらに、クロスカントリーデータを使
って、慈善行動と選好の関係に関する国際
（多国間）比較を行う。国民性（文化や信仰
心や政治的思想や公共心など）による慈善行
動の相違や共通性について実証的に明らか
にする。これまで欧米（特にアメリカ）を中
心とする実証研究が進んでいるが、アジア諸
国を対象とした分析にもトライする。 
 (3) 寄付金控除制度やマッチング・ギフト
などに対する認知や制度変化に対する反応、
利他性や経済的価値観に関する情報を収集
し、寄付やボランティア活動の支援制度や税
制などの制度効果について計量分析を行う。 
 これらの研究を進めることにより、利他的
活動に関するより頑健で、複合的要素を考慮
した規定要因の解明、日本特有の社会制度や
生活習慣や、実態を考慮した行動特性、民間

の自発的公共財供給における資金調達（財源
調達）の方策などについての示唆が得られる
ことを期待するものである。 
 

図：本研究の関心の所在 
出所：本研究代表者作成 

 
３．研究の方法 
 
 家計行動に関するマイクロデータを用い
た統計解析と計量分析を行った。また国際比
較が可能なクロスカントリーデータも用い
て分析を行った。税制や関連支援制度の効果
を検証する分析では、独自にアンケート調査
を行い、たとえば寄付金控除制度やマッチン
グ・ギフトなどに対する認知や、制度変化に
対する反応、利他性や経済的価値観に関する
情報を収集することを予定していた。得られ
た調査データを用いて、コンジョイント分析
などの統計学的手法や、計量経済学的手法に
よる行動変化に関する実証分析を行うとい
うものである。しかし、調査実施予定であっ
た年度途中において、既存データの利用が可
能となったため、独自アンケートの設計・実
施は不要となった。このため、研究の効率化
および確実な計画遂行のため、既存データを
用いて分析することとした。調査実施のため
に予定した経費および従事時間については、
それまでの分析や調査の精緻化と改良のた
めの成果発表や報告に充てることとした。 
 
４．研究成果 
 
(1) 地域福祉を担う地域の非営利組織・市民
社会組織に対する寄付行動の決定要因に関
する実証分析では、地域社会におけるコミッ
トメント（社会的活動への参加経験、地域へ
の愛着意識など）の深さが行動を促進する可
能性が示された。非営利組織・市民社会組織
は、それぞれに組織のプレゼンスや活動実績
を高め得る可能性のある分野を持つ一方で、
脆弱な財務・経営体質といった問題を抱えて
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いる。これらの組織による民間非営利活動の
地域差やサービスにおける質的量来な差が
地域住民の寄付行動に影響を及ぼす可能性
が考えられる。分析結果からは、非営利組織
や地縁組織に対してそれぞれ異なる支援や
ニーズの動機を持っている可能性があり、そ
れぞれの潜在的支援者（寄付者）の開拓やニ
ーズの顕在化について、それぞれの組織が地
域住民に対してどのようなアウトリーチを
行うべきかについての示唆や論点・課題の整
理を行うことができた。 
 
(2) 寄付の実態や背景、活動規定要因などに
ついて、26か国を対象とした国際比較による
調査研究において、日本に関する調査分析を
行った。日本の慈善活動の歴史的、文化社会
的背景、法制や税制などの関連制度の仕組み
と変遷、数量的な実態、特有の活動や慣習（個
人寄付と法人寄付、災害時の寄付、地縁組織
とその活動との結びつき、非営利組織をめぐ
る法人格の問題など）、寄付を取り巻く近年
の動向（自然災害と寄付・ボランティア、フ
ァンドレイジングの仕組みの多様化）などに
ついて特徴を明らかにすることができた。ま
た、全国調査による家計の個票データを用い
て寄付行動の決定要因について計量分析を
行い、その結果に基づく日本における寄付者
の属性や行動の傾向について定量的な把握
と考察を行うことにより、エビデンスベース
の検証・比較が可能となった。 
 

図：日本人の寄付行動の決定要因 
出所：Okuyama and Yamauchi (2015) より抜粋
の上、本研究代表者により加工 

 
(3) 向社会性に関する規範意識（利他性、他
者に対する信頼、互酬性）の形成要因と、向
社会的な規範意識が献血とボランティアな
どの利他的行動に与える影響について分析
を行った。アンケート調査から得られた個票
データを用いて計量分析を行なった結果、ア
ーキテクチャ（物理的な構造）としての地域
環境や子どもの頃の家庭環境が規範意識に
有意な影響があることが認められた。また、
規範意識の高い人では献血やボランティア

活動を行っている確率が高いことがわかっ
た。また、向社会的な規範の形成に対して世
代効果は限定的であるが、利他的行動につい
ては世代効果が見られ、複数の世代で行動経
験に対して与える影響が同様であった。これ
らの結果より、子どもの頃の環境や経験が規
範意識を内在化させる装置や機会となって
いることや、規範意識が社会生活行動にも影
響を与えている可能性が示唆された。 
 この結果について、さらに分析を精緻化、
発展させる形で、選好や価値観が過去の社会
環境、慣習、社会経験によって内在化するこ
とから、利他性・互酬性が内生的に決定する
ことを認めたモデルを用いて、社会生活行動
に与える影響を分析した。文化的伝達のため
のアーキテクチャやエージェントとして、子
どもの頃の地域環境（お地蔵様があったかど
うか）と家庭環境（小中学生の頃に夕飯を家
族そろって食べていたかどうか）を操作変数
として用いた分析を行った結果結果、子ども
の頃の環境や経験が利他性・互酬性に影響を
及ぼすことが改めて確認された。また内生性
を考慮した結果、利他性はいずれの社会生活
行動に対しても説明力を持たず、互酬性は地
域社会関係の活動とボランティア活動に対
して有意であることがわかった。 
 
(4) 災害時の寄付に着目した研究では、義援
金と活動支援金の拠出の関係性として、両方
を行っている人と片方のみを行っている人
の行動の違いとその理由について、今後の分
析の方向性に対する示唆を得ることができ
た。たとえば、被災状況や救援活動等に関す
る情報について、どのような情報をどのよう
に入手するかということが寄付行動の意思
決定に重要である可能性が考えられる。被災
者の経済状況に関する情報から彼らが生活
困窮していることがわかれば義援金として
寄付するであろうし，被災地内外で救援・復
旧活動にあたっている団体の活動資金状況
に関する情報が得て、資金繰りに苦慮してい
る実情が把握できれば、活動支援金として寄
付を行うといった可能性である。情報の入手
ルートや情報の信頼性、資金提供のためのチ
ャンネルなど資金調達の一連の流れをどの
ように作るべきかについての論点整理がで
きた。 
 さらに、平時の寄付と災害時の寄付の比較
という観点からは、寄付者の属性や行動特性、
動機等における共通点や相違点を明らかに
するだけでなく、災害寄付をきっかけとして
それ以外の寄付にも影響を及ぼす可能性を
定量的に明らかにすることによって、寄付者
の獲得や維持に対する方策に対する示唆が
得られることが期待される。災害前後の経年
データや災害発生時における分野別・寄付先



別の寄付情報を用いて検証することが今後
の課題のひとつである。 
 
以上より、1. 行動経済学的見地と計量経済学
的分析の重視による利他的活動の解明、2. 国
際比較による日本型慈善行動の解明、3. 人間
行動を重視した政策制度の提案といった本
研究の問題意識に対して、一定の具体的な研
究成果を得ることができた。 
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